
　件　費 15,999.12 9,678.48 9,678.48 0 0

投入 常勤職員 2.43人 1.47人 1.47人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0.13人 0.13人 0人 0人

事業費＋人件費 24,560 19,609 12,528 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２３目標 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２３実績 Ｈ２４実績 Ｈ２５実績

活動 職員研修の参加者数
人

職員研修に参加した職員 0 200

① の人数 567 570 －

活動 市民講座・会議等への参加者数
人

- 400 400

② - 439 －

成果 職員研修参加者の理解度
％

アンケート回答者のうち 0 75

① 、「非常に満足」また「 74 92 －

成果 条例制定に係る市民等からの意見 自治基本条例の制定に係 30 50

② 数 るアンケート・パブリッ 38 －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

市民講座・会議等への参加者数が目標値を達成することができた。
状況

また、平成２４年度に職員研修を実施し、過半数の職員が自治基本条例制定に向けた一定の知識を身に着けることができた。
の分析
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事務事業名 36205 協働型行政マネジメントシステム構築事業

担当組織 総務部 経営企画課 担当 行政改革担当

組織コード
H25 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H25 01 02 01 07 01 03

記入日 平成25年06月21日
H24 07 04 00 H24 01 02 01 07 01 03

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 01 市民とともにつくる地域経営

● 対象外
施策 81 地域力の向上

事業期間 平成２３年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民、企業、ＮＰＯ、職員等

市民協働の推進と新しい仕組みの構築にむけて、政策の立案やその実施に市民が積極的に参画できる総合的なシステムを構

事業目的 築する。

自治基本条例の策定、行政評価の見直し及び実施、外部評価の見直し及び実施、実施計画の見直し及び実施。

事業内容

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 ■市民･NPO） ■協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

自治基本条例 自治基本条例 自治基本条例 自治基本条例 自治基本条例

（市民講座の （市民会議の （条例案策定 の推進 の推進

開催等）、行 開催・条例案 等）

政評価等（行 策定等）、行

事　業　費 8,561 9,931 2,850 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 8,561 9,931 2,850 0 0

人



ることができた。

見直しの効果 ・市民との条例制定作業において、過半数の職員が自治基本条例制定の意義等を理解できた。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了 ○平成２４年度で終了

＜判断理由＞

平成２４年度に市民講座・市民協働ワーキングを実施し、２５年度はこれらを基に市民会議を中心として制定作

事業の方向性 業を行っていく。実施に当たっては、人員・予算を維持しつつ、市民との協働の推進につながるよう取り組んで

いく。

また、自治基本条例の制定作業は、平成２６年度の制定を目指し取り組んでいく。

２５年度は条例の制定作業が本格化し、制定作業において大きな位置付けとなる市民会議を円滑に運営し、条例

制定につなげていきたい。

また、サイレントマジョリティ等にも配慮した、情報発信体制を構築する。

今後の取組方針 さらに、全庁的な事業展開に繋がる手法を検討していきたい。
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２２年度 ２３年度 ２４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

自治基本条例の制定作業は、市民が自らのまちを考え、まちの課題解決につなが

－ Ａ Ａ るルールをつくっていくものであることから、「地域力の向上」を目的とする本

施策への貢献度は非常に高い。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２２年度 ２３年度 ２４年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

自治基本条例の制定に向けた会議の支援、行政評価シートの確認、外部評価の議

－ Ａ Ａ 事録作成等において、経費を抑えつつ、必要箇所において業者の支援を活用する

ことができた。

評価結果 事業手法は適正か。

２２年度 ２３年度 ２４年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

本事業の検討部分については、職員が中心となり、円滑な進行に向けた技術的な

－ Ａ Ａ 支援については業者の労働力を活用するなど、効率的で効果的な事業運営を実施

できた。また、庁内の職員へ積極的に働きかけ、全庁的な取組とすることができ

た。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２２年度 ２３年度 ２４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

本事業は、一部の市民のみでなく、全ての市民に関わる内容なので、事業の効果

－ Ｂ Ｂ は広く市民に還元されるものであると考える。

４．平成２４年度中に実施した見直し内容
・「学ぶ期間」として市民講座、「体験する期間」として市民協働ワーキングを実施した。

　なお、市民協働ワーキング参加者について、無作為抽出による募集方法を実施した。

見直し内容 ・職員研修においては、「自治基本条例」をテーマとして、大規模（約５７０人）に開催した。

・これまで行政に参加機会のなかった市民が行政活動や地域活動に目を向ける機会を設けることができた。

　また、市民と行政が共にが考え、体験する機会を設け


